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は じ め に

筆者はかつて�タイの企業組織と後発的工業

化――ファミリービジネス試論――�［末廣１９９３］

と題する論文で，タイの企業において支配的な

地位を占めるファミリービジネス（家族・同族

支配企業）を取り上げたことがある。この論文

では，国民経済の規模が大きくなり資本市場が

発達するにつれて，ファミリービジネスは解体

したり縮小したりするのではなく，むしろ工業

化の進展にともなって自らの事業を拡大させ多

角化させている事実に注目した。そして，ファ

ミリービジネスの存続と拡大は，その所有主の

大半を占める華人に固有の企業組織形態（合股

型企業）や，社会学が強調する各国の家族制度

の特質によってもっぱら説明されるべきではな

く，後発工業国に特徴的な企業組織の発展パタ

ーンとして理解すべきであることを指摘した。

また，ファミリービジネスの事業拡大や発展

は，政府の政策的支援，商業銀行による金融的

支援，外国資本との合弁事業の３つのほか，グ

ループ内で生じている�経営改革�，つまり世

代替りを契機に着手した所有形態の再編（持株

会社の設立など），経営組織の改組（事業部制の

導入など），資金調達方法の多様化（証券市場や

海外シンジケートローンの利用），企業内での人

材開発計画など，経営面でのさまざまな自己改

革の実施が重要な意味をもっていることも強調

した。簡約すれば，タイで発展を続けているフ

ァミリービジネスは，閉鎖的な所有と経営にも

とづく伝統的な企業組織ではもはやなく，新し

い経済環境に適応していく�近代的ファミリー

ビジネス�であると主張した［Suehiro１９９８；

末廣２０００a，第９章］。この点の見解はいまも変

わっていない。

一方，１９９７年にタイを襲った通貨・金融危機

に端を発する経営危機と，その後に導入された

制度改革，とりわけ�グッド・コーポレート・

ガバナンス�概念にもとづく証券市場改革は，

ファミリービジネスに深刻な影響を与えた。そ

の端的な帰結は，オーナー家族による株式の売

却や，経済ブーム期に多角化した事業の特定分

野への絞り込みである［末廣２００２a］。例えば，

筆者のタイ上場企業に関する調査によると，通

貨危機前の１９９６年と危機後の２０００年の間に，上
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場企業４２４社のうち１１０社（２６％）がその�究極の

所有主�を変えた（注１）。とりわけ，�家族所有

型企業�に分類した２０８社のうち，２割に相当

する４０社が非家族所有型企業に変わり，同時に

非外国人所有企業から外国人所有企業へと変わ

った企業も４１社を数えた［末廣・ネーナパー

２００２，３３３］。通貨危機は地場企業を直撃したの

である。

タイのファミリービジネスが，通貨危機後ど

のように変わりつつあるのか。この問題に答え

るためには，最低２つの作業が必要であると考

える。第１は，危機前の企業の所有形態と経営

形態についてその概況を解明すること，第２は，

そのようにして検出した企業あるいは企業グル

ープごとに危機後，所有と経営がどのように変

化したのかを正確に把握することである。この

うち後者について筆者は，上場企業に限って，

１９９６年から２０００年までの所有形態別経営パフォ

ーマンスの比較を行ったことがある［Suehiro

２００１］。

一方，前者については，１９９３年の論文で７９年

（２１８社）と８８年（２４９社）の大企業の所有と経営

を比較するかたちで実施した。本稿では，こう

した個別大企業を単位とするアプローチではな

く，筆者が１９９７年の財務データをもとに独自に

検出した２２０のグループに焦点をあて，その所

有主家族の特徴，事業発展のパターン，事業の

継承を検討することで，危機直前のファミリー

ビジネスの全体像を明らかにするという方法を

とった。�ファミリービジネス再論�とした所

以である。

以下，本稿の構成について簡単に触れておき

たい。まず第Ⅰ節では，本稿で取り上げるファ

ミリービジネスの分析視角と筆者の問題意識を

紹介する。次いで第Ⅱ節では先に述べた２２０グ

ループの検出方法とその結果について紹介し，

第Ⅲ節では同グループの所有主家族の属性や事

業発展のパターンを検討する。そして第Ⅳ節で

は，家族が所有支配するグループ企業の�事業

の継承�，つまり事業の経営権が誰から誰に継

承されたのかを検討する。そしてこれらの検討

を踏まえて，結論ではファミリービジネスの現

状について評価を行う。

Ⅰ 企業の所有形態と経営体制

１． 所有形態による企業の分類

企業組織に関する分類については，いくつか

の方法がある。例えば，登記形態と出資者の権

限・責任の違いに着目すると，登記済み普通パ

ートナーシップ（registered ordinary partnership，

日本の合名会社に相当する），有限パートナーシ

ップ（limited partnership，有限会社），非公開株

式会社（private limited company），公開株式会

社（public limited company）といった分類が可

能である［大泉２００２］。これに対して，所有形

態別にみる場合には，最近の世界銀行の企業研

究チームなどが採用している�究極の所有主�

（ultimate owner）アプローチが有用であろう。

この方法は発行済み株式の一定比率（例えば，

２０％，３０％，４０％など）を基準にして，ある企

業を誰が究極的に所有しているのかを特定する

方法である［Claessens, Djankov and Lang１９９９］。

例えば，２０％カットオフ基準を採用すると，２０％

以上を単独で所有するいかなる株主も存在しな

い場合をまず�分散所有型企業�（a widely-held

corporation）として分類し，それ以外を究極の

所有主の属性に応じて，�家族所有型�，�事業
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会社所有型�，�金融機関所有型�，�国家所有型�

とそれぞれ分類する。なお，発展途上国や市場

経済移行国の企業を検討する場合には，事業会

社や金融機関を地場企業と外国人所有企業に区

別することが必要であろう。分類については図

１の�１に整理しておいた。

一方，所有形態ではなく経営組織の側面から

企業を分類することも可能である。この分野で

顕著な功績をあげたのは，アメリカの鉄道会社，

デュポン社，GM社などの経営組織の発達を詳

図１ 所有形態と経営組織からみた企業の分類

	１ 究極の所有主からみた株式会社の分類（２０％カットオフによる分類）

究極の所有主が存在しない
（単独で２０％以上を所有する
株主が存在しない場合）

①分散所有型企業

②家族所有型企業

株式会社
（上場会社）

・狭義の家族所有１）

・広義の家族所有２）

③事業会社所有型企業３）

・地場系法人所有

究極の所有主が存在する ・外国人法人所有４）

・労組・協同組合

④金融機関所有型企業

・地場系金融機関

・外国人金融機関

⑤国家所有

（出所） Claessens, Djankov and Lang（１９９９），Suehiro（２００１）．
（注） １） 狭義の家族所有には，個人，家族，家族投資会社，家族が所有する財団，所有主家族が所有

する事業会社を含む。
２） 広義の家族所有は単独ではないが，同一家族の合計保有株式が２０％を超える場合。
３） 事業会社所有型企業には，ドイツのように労働組合などが所有している場合を含む。
４） 世界銀行などの企業分類では，外国人企業を区別していないが，ここでは区別して計上する。

	２ 大規模経営階層組織の有無からみた企業の分類（チャンドラー）

経営階層組織が未発達
①個人企業
Personal Enterprises

経営階層組織が一部形成
②企業者企業・同族支配企業
Entrepreneurial Enterprises
Family Enterprises

企 業

経営階層組織が発達している
③経営者企業
Managerial Enterprises

（出所） Chandler（1976）, Chandler（1990, 240〔邦訳２０１〕）．

ファミリービジネス再論

103



細に検討して，先進工業国では家族資本主義か

ら経営者資本主義（managerial capitalism）への

発展がみられると主張したチャンドラーの研究

である。チャンドラーは１９７６年の論文や大著

�スケール・アンド・スコープ�のなかで，大

規模経営階層組織の発達の度合いや経営統括者

の属性の違いに応じて，企業を�１個人企業（per-

sonal enterprise），�２企業者企業（entrepreneurial

enterprise）・同族支配企業（family enterprise），

�３経営者企業（managerial enterprise）の３つに

分類した（図１の�２を参照）。個人企業と同族支

配企業を区別したのは，個人企業がかつて支配

的であったイギリスの事例を意識したからであ

り，企業者企業と同族支配企業を区別したのは，

創業者の時代（企業者企業）と世代交替後の後

継者の時代（同族支配企業）を峻別するためで

あった［Chandler１９７６；１９９０，２４０（邦訳 ２０１）］。

さてこの分類では，企業を究極的に誰が所有

しているのかは問題とされていない。関心は経

営管理者層の専門化・自立化であり，仮に創業

者家族が所有権を維持していても，�経営者企

業�は十分存在するとみなすからである。その

結果，チャンドラーの議論のなかでは，経営者

企業の成立要件のなかに�所有の分散�が必要

条件として含まれるかどうか，あいまいになっ

ている。チャンドラーの議論の解釈をめぐって，

所有の分散は経営者企業の必要条件ではない，

特定家族が仮に１００％所有していても経営者企

業への移行は起こりえると解釈する森川英正の

説と，所有の分散は経営者支配の必要条件と解

釈する安部悦生の説の食い違いは，まさにそこ

から起こっている［安部１９９４；工藤１９９５，１４４―

１４７］。別言すれば，森川の説は専門経営者（pro-

fessional manager）イコール創業者一族以外の

�お雇い�経営者（employed manager）とアプ

リオリに想定するのではなく，専門経営者のな

かには創業者一族も含みえると考えるのである。

なお，本稿が対象とするタイのファミリービジ

ネスについていえば，大半はいうまでもなく企

業者企業（同族支配企業）であるか，仮に�経

営者企業�であっても創業者家族が引き続き所

有を支配している企業である。

２．�家族所有型企業�と�分散所有型企業�

従来の企業経営論や比較経営史では，先進工

業国においては，経済の発展や資本市場の発達

に応じて，企業の所有形態は家族所有型から事

業会社所有型をへて分散所有型企業（所有と経

営の分離）へと移行すると，一種の�企業の進

化�を想定していた。アメリカにおけるバーリ

＝ミーンズ（A.A. Berle and G.C. Means）の１９２０

年代の所有と経営に関する研究や，ハーマン

（E.S. Herman）の７０年代の同様の研究は，まさ

にその代表である［末廣１９９３，２８―２９］。同時に

企業組織についても，個人企業もしくは同族支

配企業から経営者企業へと移行するのが不可逆

的な流れであるとみてきた。そしてこうした想

定は，途上国の場合にもあてはまると考えてき

たのである。

例えば，アジア通貨・金融危機が生じたあと，

国際機関が主張したのは，経営内容が不透明な

�家族所有型企業�から，より効率的で競争的

な�経営者企業�への脱皮であった［World Bank

１９９８，６０］。また，�グッド・コーポレート・ガ

バナンス�概念を基礎におく証券市場改革が目

指したのも，経営支配に関心をもたない機関投

資家や一般株主の権利の強化と，所有から切り

離された取締役の責任と義務の明確化であった。

こうした議論の根底にあるのは，�分散所有型
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企業�もしくはアメリカ型�株主支配企業�こ

そが，健全な市場経済に合致した企業の所有形

態であるという共通了解である［末廣２０００a，２２１

―２２６；２００２a］。

それでは事実はどうか。世界銀行の企業研究

チームに所属するラング（Larry Lang）たちが，

�究極の所有主は誰か�という観点から，アジ

ア諸国とヨーロッパ諸国において実施した上場

企業に関する調査の結果を整理したものが表１

である。表から分かるように，�分散所有型企

業�が支配的である国は，アジア地域では日本，

ヨーロッパ地域ではイギリスのみである。むし

ろ表から分かる印象的な事実は，地域を問わな

い�家族所有型企業�の比率の高さであろう。

ラテンアメリカ諸国については類似の調査がな

いが，１９８０年代以降の国営企業の民営化以降は，

外国人企業か，さもなければ�家族所有型企業�

が支配的であると考えて差し支えない［星野編

２００２］。いずれにせよ，世界各国の中で�分散

所有型企業�が中心を占める国は，アメリカ，

イギリス，日本の３カ国のみであり，それ以外

の国では，国民経済規模や社会構造の違いを超

えて�家族所有型企業�，つまりファミリービ

ジネスが引き続き重要な地位を占めていること

に，まず読者の注意を促しておきたい。

次に，�究極の所有主は誰か�という同様の

観点から，１９９６年と２０００年のタイの上場企業に

ついて整理したものが表２である。１９９６年は４４８

社，２０００年は４３３社であり，いずれも悉皆調査

の結果をまとめたものである。表をみると，

�家族所有型企業�が占める比率は１９９６年で４８

％，２０００年で４２％と，世界銀行グループの調査

結果（６２％）より低めにでているが，これは

�家族所有�の定義の違いや後者が金融系企業

表１ アジア９カ国・地域とヨーロッパ５カ国の上場企業における究極の所有主（２０％カットオフ基準）
（１９９７／９８年データの調査）

（％）

国・地域 企 業 数
究極所有なし
分散所有型

家 族
所有企業

国 家
所有企業

金融機関
所有企業

事業会社
所有企業

韓 国 ３４５ ４３．２ ４８．４ １．６ ０．７ ６．１
香 港 ３３０ ７．０ ６６．７ １．４ ５．２ １９．８
台 湾 １４１ ２６．２ ４８．２ ２．８ ５．３ １７．４
フ ィ リ ピ ン １２０ １９．２ ４４．６ ２．１ ７．５ ２６．７
タ イ １６７ ６．６ ６１．６ ８．０ ８．６ １５．３
マ レ ー シ ア ２３８ １０．３ ６７．２ １３．４ ２．３ ６．７
シンガポール ２２１ ５．４ ５５．４ ２３．５ ４．１ １１．５
インドネシア １７８ ５．１ ７１．５ ８．２ ２．０ １３．２
日 本 １，２４０ ７９．８ ９．７ ０．８ ６．５ ３．２

フ ラ ン ス ６０７ １４．０ ６４．８ ５．１ １１．４ ３．８
ド イ ツ ７０４ １０．４ ６４．６ ６．３ ８．３ ３．７
イ タ リ ア ２０８ １３．０ ５９．６ １０．３ １２．３ ２．９
ス ペ イ ン ６３２ ２６．４ ５５．８ ４．１ １１．５ １．６
イ ギ リ ス １，５８９ ６８．１ １９．９ ０．１ ９．８ １．０

（出所） �１ アジア：Claessens, Djankov and Lang（１９９９，３０）．
�２ ヨーロッパ：Faccio and Lang（１９９９）．

ファミリービジネス再論
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を排除しているためである。因みに，非金融系

企業に限って�家族所有型企業�の比率をみる

と，１９９６年が５７％，２０００年が４９％であった［末

廣・ネーナパー２００２，３３１］。いずれにせよ，�家

族所有型企業�の優位は明らかであろう。

これに対して，外国人所有企業の比率は，１９９６

年の１３％から２０００年の２１％へと上昇している。

これはタイ系企業が危機後，過重債務の処理過

程で保有株式をパートナーの外国人に売却した

り（小売業など），外国企業がタイ系企業をテイ

クオーバーしたりした（銀行，金融会社，保険）

結果である。一方，�分散所有型企業�は危機

後増加するどころか，１９９６年の２１％から２０００年

の１９％へと若干ながら低下している。分散所有

型企業はタイではまだ支配的な所有形態ではな

く，さらに近い将来増加する見込みもないので

ある。

もしそうであるとするならば，分散所有型企

業の普及を前提とする�グッド・コーポレート・

ガバナンス論�をそのままタイや途上国に適用

することには，そもそも無理がある。むしろ，

アメリカにおける�株主支配型企業�や日本に

おける�従業員支配型企業�のように，分散所

有型企業の優位性を暗黙の了解事項とする議論

を参照するのではなく，途上国に支配的な�家

族所有型企業�の存続と発展の論理そのものを

検討し，その中から企業の行動を規律づける枠

組みについて考えるほうが有用であるといえよ

う。そのためには，いずれの国であれ，企業の

所有形態と経営形態に関する大量観察にもとづ

表２ タイ上場企業の所有形態別分布（１９９６年，２０００年）
（２０％カットオフ１）基準，N＝４４８，１９９６年；N＝４３３，２０００年）

（単位：企業数，％）

所有形態 １９９６ 比率 ２０００ 比率

家族所有 ２１６ ４８．２ １８３ ４２．３
金融機関所有 ３７ ８．３ ３３ ７．６
タイ系事業会社所有 ３０ ６．７ ３１ ７．２
外国人所有 ５９ １３．２ ９０ ２０．８
国家所有 １３ ２．９ １５ ３．５
分散所有 ９３ ２０．８ ８１ １８．７

合 計 ４４８ １００．０ ４３３ １００．０

（単位：１０億バーツ，％）

株式時価総額に占める割合 １９９６ 比率 ２０００ 比率

外国人保有合計 … … ５６３ ２９．４
少数株主２）保有合計 … … ４１９ ２１．８
株式時価総額 … … １，９１８ １００．０

（出所） �１ Suehiro（２００１，３６―３７），末廣・ネーナパー（２００２，３３１）．
�２ ２０００年の外国人保有合計と少数株主保有合計については，タイ証券取引所所蔵の各社
の詳細株主名簿より筆者が集計。

（注） １） ２０％カットオフとは，発行株式総数の２０％以上単独で所有している究極の所有主が存在す
るかどうか，存在する場合，その所有主の属性はどうかで区分する。詳しい説明は，本文並
びに末廣・ネーナパー（２００２，３２８―３３０）を参照。

２） 少数株主とは，発行株式総数の０．５％未満しか保有しない株主を指す。
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く厳格な把握がまず不可欠となる。この点をタ

イについて実証してみたい。

Ⅱ ２２０グループ・所有主家族の検出

１． グループ・所有主家族の検出方法とデー
タベースの構築

筆者はこれまで定期的に，タイの大企業につ

いて総資産額や売上高をベースに，上位１００社

もしくは２００社の所有形態別分布（国営・公企業，

財閥系企業，外国人企業）を整理し公表してき

た［末廣２０００b］。しかしこの方法をとる限り，

�究極の所有主�である創業者一族の側から企

業の実態をトータルに捉えることはできない。

そこでタイの企業をどのようなグループ・家族

が所有支配しているのか，その特徴を明らかに

し，同時に彼らの事業の発展，事業の継承など

についても解明するために，従来の�企業デー

タベース�に加えて，新たに�所有主家族デー

タベース�を構築することにした。その手続き

は以下の通りである。

まずデータの基準年として，通貨危機直前の

１９９７年を選定する（２０００年のデータの入力とその

結果については，末廣〔２００３〕を参照）。次いで

各種の企業要覧，タイ証券取引所（SET）所蔵

の上場企業の各種データ，企業グループに関す

る報告書などを参考にして（注２），個々の企業ご

とに１９９７年現在の財務データ，事業の内容，上

場の有無などを入力していく。この作業でもっ

とも重要なのは，ある企業がどの所有主家族，

企業グループに所属するのか，その確定作業で

あろう。この点については，筆者がこれまで蓄

積してきた独自の企業情報と，ブルーカー・

グループ編�タイのビジネス・グループ２００１年

版�（１５０家族）［Brooker Group PLC ed.２００１］，

各種�Who’s Who�の類いを参照した（注３）。

入力を行った個別企業の数は金融系企業を含め

て計１８００社である。

次に，１８００社のデータを�究極の所有主�別

に整理し直し，その中から外国人企業を排除す

る。ここで外国人企業と分類しているのは，原

則的に外国企業もしくは外国人の株式保有が３０％

を超える場合を指す（タイ側パートナーがこれを

越える場合には，タイ側で集計）。外国人企業を

除いた上で，所有主ごとに総資産額と売上高の

合計額をそれぞれ求める。銀行・金融・保険会

社の場合には，事業収入に投資収入を加えた粗

収入を売上高の代替数字とみなす。また，タイ

では月刊雑誌�金融と銀行�（Kan Ngoen Thanakhan，

タイ語）が，上場企業の株式市場価格をベース

に，株式保有家族別に上位１００までの家族名と

合計保有株式時価総額を毎年発表するようにな

った［末廣・ネーナパー ２００２，３２１―３２３］。この

データ（１９９７年）も先のデータに加える。

さて，銀行や金融会社を傘下にもつグループ

は当然ながら過大の数字となって現われる。銀

行の場合には預金などがそのまま資産として計

上されているからである。一方，自動車，家電，

ビールなどの製造企業グループの場合には，グ

ループ内の製造会社と販売会社で売上高を集計

するので二重計算となり，これまた過大評価と

なる。しかし，固定資産額やグループごとの正

味の売上高合計を正確に把握することはきわめ

て困難である。そこで本データベースでは単純

に加算することにした。ただし，総資産額と売

上高の業種別のばらつきを補正するために，各

グループ・所有主家族ごとに，�１総資産額の５０％，

�２売上高合計額の４０％，�３所有主家族が保有す
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る合計株式時価総額の１０％を合計したものを

�総合得点�として，その得点順に並べ替え，１

位から２２０位までを基本データとした。このよ

うにして検出したグループを，ここでは�２２０

グループ・所有主家族�（以下，２２０グループ）

と呼んでおきたい。その一覧は巻末付表に示し

たとおりである。

次に，グループごとにさまざまなデータの追

加入力を行う。傘下企業の数や業種分布，中核

企業の開始年，上場企業の有無などである。ま

た所有主が家族である場合には，その人種，出

身地（華人系の場合），取締役会や経営執行委員

会と所有主家族との重なりについてデータを追

加する。そして，所有主家族に関する利用可能

な�葬式本�，バンコクで販売されている華語

新聞に掲載される葬式，婚礼，叙勲，各団体役

員就任などの通知広告，各種�Who’s Who�

の類，筆者自身の聞き取り調査を統合して，所

有主家族ごとの詳細な家系図（各人の生没年，

最終学歴，タイ名・華語名を含む），グループ内

企業の役職と役割分担，世代を超えた事業の継

承に関するマップを作成する（注４）。以下に利用

する表は，このようにして作成した�２２０グル

ープの基本データ�と，２２０グループを含む計

２５０家族の独自の�家系図�をもとに集計した

ものである。

２．２２０グループ・所有主家族のマクロ経済
的位置づけ

�２２０グループ�の特徴は次節に譲って，同グ

ループに所属する企業が，タイの大中規模企業

のなかでどのような経済的地位を占めているの

か，あらかじめ確認しておきたい。そのために

作成したのが表３と表４である。これらの表は

売上高と総資産額について，それぞれ上位１００

社と上位１０００社を選び，同時に金融系を含む企

業全体と，非金融系企業のみの２つのグループ

について，所有主別に集計した。表３と表４

は，１９９７年時点における企業を，国営・公企業

の傘下企業，タイ系家族企業グループ（大半が

財閥を形成），その他タイ系企業（独立系），外

国人企業に分類して整理した，文字通り�所有

形態別総括表�も兼ねている。

まず売上高からみると，�２２０グループ�から

国営企業に所属する企業グループや欧米人家族，

不明を除いたタイ人・華人系家族企業グループ

（２０９家族）に所属する企業は，上位１００社のう

ち５７社，売上高合計額の５３％を占めた。１０００社

に拡大するとその数は６４４社，５８％に達する。

一方，興味深いのは外国人企業の地位で，上位

１００社では３０社，売上高合計の２９％，上位１０００

社のうち２３１社，売上高合計の２８％であった。

外国人企業の数字は金融機関を除いた非金融系

企業に限るとより上昇し，上位１００社のうち３４

社（売上高合計の３９％），上位１０００社のうち２１７

社（同３３％）になる。

一方，総資産額に目を転じると，特定家族が

所有する企業は上位１００社のうち６８社（総資産

合計額の７２％），上位１０００社でも６６６社（同７１％）

となり，その比重は売上高に占めるそれよりは

るかに高いことが判明した。それに対して外国

人企業のほうは，上位１００社のうち１７社（総資

産合計額の７％），上位１０００社のうち２１５社（１１％）

であり，企業数に比べ，合計総資産額の比率は

売上高ベースのそれよりかなり低くなっている。

いずれにせよ，第Ⅲ節以下で取り上げる所有主

家族は，タイ上位１０００社をとった場合，売上高

合計では全体の６割，総資産額合計の７割を占

めており，外国人企業を除いた場合，タイ系企
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業の中で圧倒的シェアを占めていることが判明

した。

Ⅲ ２２０グループ・所有主家族の特徴と

事業展開

１． 人種別分布と世代

表５は，�２２０グループ�の�究極の所有主�

の属性を，その人種，世代にもとづいて整理し

たものである。なおここでいう世代とは，タイ

に移住定着した最初の人物（始祖）を初代と数

えるのではなく，現在につながる事業を開始し

た創業者世代を初代と数えている。例えば，２００１

年に首相に就任したタクシン・チナワットは，

１８８０年代に北タイに定住し，徴税請負業からバ

ンコクとの河川交易，さらには木綿やシルクの

衣類製造で財をなした北部財閥チナワット家

（丘姓，客家）の４代目にあたる。しかし，現在

の SHINグループ（電気通信）は，北タイの本

家とは別途に，タクシンが独自にバンコクで創

設した企業グループであるため，表５では�創

業者が現総帥�というカテゴリーに分類してあ

表３A 所有主別企業の売上高分布（１９９７年，上位１００社，上位１０００社）
（単位：企業数，１００万バーツ，％）

所有主分類 企業数
上位１００社
売上高合計
（A）

％ 企業数
上位１０００社
売上高合計
（B）

％

国営・公企業傘下企業 ９ ３８２，１０７ １５．７ ２１ ４１２，２７１ ９．０
タイ系家族企業グループ１） ５７ １，２９６，９６０ ５３．２ ６４４ ２，６３５，９４１ ５７．７
その他タイ系企業 ４ ５１，０９２ ２．１ １０４ ２４４，５５１ ５．４
外国人企業２） ３０ ７０８，９５４ ２９．１ ２３１ １，２６４，２２７ ２７．７

合 計 １００ ２，４３９，１１３ １００．０ １，０００ ４，５６６，９９０ １００．０
（A）／（B）（％） ５３．４ １００．０

（出所） 筆者の企業データベース１９９７年より作成。
（注） １） タイ系家族企業グループとは，検出した２２０グループから国営・公企業グループ５つと欧米人系所有

主家族３つ，所属先不明３つを除いた，計２０９家族の傘下企業を指す。
２） 外国人企業は，原則として出資比率が３０％を超えるもの。ただし，タイ側が筆頭株主の場合にはタイ
系グループに含める。

表３B 所有主別非金融系企業の売上高分布（１９９７年，上位１００社，上位１０００社）
（単位：企業数，１００万バーツ，％）

所有主分類 企業数
上位１００社
売上高合計
（A）

％ 企業数
上位１０００社
売上高合計
（B）

％

国営・公企業傘下企業 ６ ２３０，０１２ １２．７ １１ ２４４，６２９ ６．７
タイ系家族企業グループ ５７ ８３７，３９４ ４６．３ ６７７ １，９９６，３３４ ５４．９
その他タイ系企業 ３ ３１，９１２ １．８ ９５ ２１３，１５１ ５．９
外国人企業 ３４ ７１０，１３０ ３９．２ ２１７ １，１７９，２０１ ３２．５

合 計 １００ １，８０９，４４８ １００．０ １，０００ ３，６３３，３１５ １００．０
（A）／（B）（％） ４９．８ １００．０

（出所） 表３Aに同じ。対象企業から銀行，金融会社，保険会社を除く。
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る［末廣１９９５］。

さて表から判明する顕著な特徴は次の２点で

ある。ひとつは，人種別にみると華人系並びに

華人系タイ人の占める比率が極端に高いこと。

もうひとつは，現総帥がすでに世代交替してお

り，２代目と３代目以上の合計が計１１８家族と

創業者世代（９２家族）を大きく上回っているこ

と。以上の２点である。

まず人種別分布をみると，国営・公企業や政

府機関に所属するグループが計５つ存在する

（グルンタイ銀行，タイ軍人銀行，タイ石油公団，

タイ発電公団，タイ国際航空）。そのほかインド

からの移住定着者が３家族（チャンシーチャワ

ーラー，サヤームワーラー，シャー），欧米人の

移住定着者が３家族であった（ベネディット，

ハイネック，リンク）。また，タイ人系と確認で

きたのは計１２である。このタイ人系の中には，

サイアムセメント社とサイアム商業銀行の２大

グループ（傘下企業数は合計２９６社）に出資し，

自らも多数の上場企業に投資している王室財産

管理局（Crown Property Bureau）が含まれる。

そのほかの家族としては，ビール・酒製販のピ

ロムパクディ家，ホテル・不動産業のシーウィ

ゴーン家，海運のペンチャート家などで，意外

と少ないことが判明した。これを除くと残りの

１９４家族（全体の８８％）がじつに華人系か華人系

表４A 所有主別企業の総資産額分布（１９９７年，上位１００社，上位１０００社）

（単位：企業数，１００万バーツ，％）

所有主分類 企業数
上位１００社
総 資 産 額
合 計（A）

％ 企業数
上位１０００社
総 資 産 額
合 計（B）

％

国営・公企業傘下企業 １２ １，８７９，４５９ １８．９ ２１ １，９１７，４０１ １４．８
タイ系家族企業グループ ６８ ７，１１９，０８１ ７１．８ ６６６ ９，１７０，５０１ ７０．７
その他タイ系企業 ３ ２４６，１５４ ２．５ ９８ ５０４，０２２ ３．９
外国人企業 １７ ６７６，３１５ ６．８ ２１５ １，３８２，１００ １０．７

合 計 １００ ９，９２１，００９ １００．０ １，０００ １２，９７４，０２４ １００．０
（A）／（B）（％） ７６．５ １００．０

（出所） 表３Aに同じ。

表４B 所有主別非金融系企業の総資産額分布（１９９７年，上位１００社，上位１０００社）

（単位：企業数，１００万バーツ，％）

所有主分類 企業数
上位１００社
総 資 産 額
合 計（A）

％ 企業数
上位１０００社
総 資 産 額
合 計（B）

％

国営・公企業傘下企業 ７ ３９９，５５１ １３．４ １１ ４１２，６５６ ８．０
タイ系家族企業グループ ７４ ２，２１９，２８８ ７４．２ ６８４ ３，６８８，４９２ ７１．７
その他タイ系企業 ２ ３３，６５７ １．１ ９２ ２０８，０１６ ４．０
外国人企業 １７ ３３６，６９０ １１．３ ２１３ ８３５，１１７ １６．２

合 計 １００ ２，９８９，１８６ １００．０ １，０００ ５，１４４，２８１ １００．０
（A）／（B）（％） ５８．１ １００．０

（出所） 表３Aに同じ。
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タイ人であった。

ところで，タイで�華人�と�タイ人�を区

別することは，簡単そうでじつは容易ではない。

例えば，１８７０年代に事業を開始したワンリー家

（陳姓，潮州系）は，戦前まで本家筋の遺体は焼

かずに中国に移送し，スワトウにある墓に葬っ

ており，戦後も子孫は中国名をもち，中国人社

会の各種組織（社団）にも参加していた［Choi

１９９５；筆者の聞き取り調査，１９８１年６月，バンコ

ク］。現総帥のウォラウィ（陳天聴）は創業者か

ら数えて４代目に相当するとはいえ，彼はタイ

人というより�華人�に分類したほうが妥当で

あろう。その一方，ワンリー家と同時期に来タ

イし，世代を超えて同家と婚姻を重ねてきたラ

ムサム家（伍姓，客家）の場合，現総帥のバン

トゥーンは５代目に相当するが，すでに父親の

バンチャー（伍班超，４代目）の時代から中国

人社会とは縁を切り，自らも�タイ人�である

ことを強調している［末廣２００２b，１９４―１９８］。

いずれにせよ，タイでは�華人�と�タイ人�

を区別する客観的尺度は存在せず，結局は本人

や家族が自分たちをどう認識しているかという，

主観的尺度のほうが重要であった。

とはいえ一定の規準は必要なので，ここでは

便宜的に次の２つを指標とした。�１タイに移住

してきた始祖から数えて３代目以降を�華人系

タイ人�とする。その根拠は，１９５３年の兵役法

改正で，父親が中国生まれの華人は軍人・警官

に応募する資格がないとした規定にもとづく。

逆にいえば，３代目以降の華人はタイ人と同等

の権利を有することになる。�２父親もしくは本

人が戦前，�ルアン�以上の官位につき，国王

から欽賜名を下賜されて勅任官吏に任命されて

いた場合も�華人系タイ人�とする。タイでは

勅任官吏に任じられると�国王の官吏�となり，

世代や血の濃さに関係なく�タイ人�と認識さ

れるからである。首相や外相を輩出したサーラ

シン家（黄姓，海南），ガンナスート家（陳姓，

福建）などは，その代表的な事例である。しか

し，こうした規準も流動的であり，�華人�と

表５ タイ主要家族の人種別分布

項 目 合 計 ％ 創業者が現総帥 ２代目１） ３代目以上 不明その他

華人系 １７０ ７７．３ ８０ ８１ ６ ３
華人系タイ人２） ２４ １０．９ ５ １１ ７ １

広義の華人系小計 １９４ ８８．２ ８５ ９２ １３ ４
タイ人系 １２ ５．５ ４ ６ １ １
インド人系 ３ １．４ ０ ２ １ ０
欧米人系 ３ １．４ ０ ２ １ ０
国営・公企業系 ５ ２．３ － － － ５
不明 ３ １．４ ３ ０ ０ ０

合 計 ２２０ １００．０ ９２ １０２ １６ １０

（出所） 筆者の�主要家族２５０家族の家系図�，�１９９７年企業データベース�などより作成。
（注） １） 現在につながる事業の創業者を初代として数える。

２） タイに移住定着した始祖から数えて３世代以上たち，かつ�華人性�が希薄なもの。もしくは創業者
やその父親が�ルアン�以上（ルアン，プラ，プラヤー）の官位をもち，国王から欽賜名を下賜された
家族。
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�華人系タイ人�の間の境界線はあいまいであ

ることを付記しておきたい。

次に世代をみると，創業者世代は国営企業所

属と不明の計１０を除いた２１０家族のうち９２家族

にとどまり，２代目がじつに１０２家族，３代目

以上も１６家族を数えた。ファミリービジネスの

世代交替が進んでいる点では，アジア地域の中

でぬきんでている。植民地支配を経験した他の

東アジア，東南アジア諸国では，財閥や企業グ

ループの形成は戦後になってからであり，韓国

でも事業の起点は１９５０年代，インドネシアの場

合は１９６６年にスハルトが政権を掌握してからで

あった。したがって，１８７０年代にまで遡る家族

が存在し，かつ彼らが世代を超えて今なお存続

している事実は，驚きであるとともに，研究者

にとっては貴重な素材でもある。冒頭にも述べ

たように，チャンドラーは創業者世代のファミ

リービジネスを�企業者企業�，世代交替が起

きた後を�同族支配企業�として区別した。仮

に創業者世代で事業が消滅すれば，これは個人

企業やベンチャー企業と変わらない。ファミリ

ービジネスをファミリービジネス（同族支配企

業）たらしめている根本的な要件が，創業者の

一族が経営支配権を引き継ぐ点にあるとするな

らば，タイはきわめて興味深い国といえるだろ

う。この点は第Ⅳ節の検討事項となる。

２． 中核企業の開始年代と業種分布

表６は各グループ・所有主家族ごとの中核企

業（母胎企業）の事業開始年と基盤となる業種

を整理したものである。表では，タイ経済の発

展段階にあわせて，�１１９４５年以前，�２工業準備

期１９４５―５９年，�３工業発展期１９６０―７７年，�４構造

調整期１９７８―８７年，�５経済ブーム期１９８８年以降

の５つに時期区分してある。簡単にいえば，�１

は中国・シンガポール向け輸出商（いわゆるコ

メ財閥）と，国内市場向け新興輸入商（保険や

映画館・新聞社を兼営）が勢力を誇った時代，

�２は政府の経済統制のもと，中国人商人が共同

出資で銀行，金融，保険，金取引，農産物輸出

などに進出した時代，�３は工業化政策の開始に

表６ グループ内母胎企業の設立年と業種別分布
（単位：グループ・家族数）

合 計 戦前期
１９４５年以前

工業準満期
１９４５―５９年

工業発展期
１９６０―７７年

構造調整期
１９７８―８７年

経済ブーム期
１９８８年以降 不 明

商業 ２５ ２ ２ １４ ４ ３ ０
金融保険 ２２ ２ ９ ６ ２ ３ ０
鉱業 １ ０ ０ ０ ０ １ ０
アグロ ３８ ０ ５ １９ ７ ６ １
電機電子 １０ ０ ０ ４ ４ ２ ０
重工業 ３６ １ ３ ２４ ５ ２ １
軽工業 ２８ １ ３ １３ ８ ３ ０
不動産 ２４ ０ １ ６ １１ ６ ０
サービス ２９ １ ２ １０ ９ ６ １
電気通信 ７ ０ ０ ０ ６ １ ０

合 計 ２２０ ７ ２５ ９６ ５６ ３３ ３
分 布 １００．０ ３．２ １１．４ ４３．６ ２５．５ １５．０ １．４

（出所） 筆者の企業データベースより作成。
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ともなって，繊維，自動車組立，鉄鋼二次製品

など輸入代替産業に進出した時代，�４は長期不

況のもと，アグロインダストリーや重化学工業

への事業多角化がみられた時代，�５は�４の時代

から始まった重化学工業，不動産業，電気通信

業，芸能・映画産業が，産業投資の自由化と株

式ブームの波にのって本格的な発展を迎える時

代と，整理することができる（注５）。

表から分かる興味深い事実は，第１に２２０グ

ループのうち９６グループが工業発展期に中核企

業を立ち上げている点はともかくとして，１９６０

年以前に現在につながる中核企業をすでに発足

させたグループが３２にも達していること（この

ことは会社年齢の長さと事業の継続を示す），第２

に８８年以降に中核企業を立ち上げた新興グルー

プも３３に達すること（ファミリービジネスの新陳

代謝の激しさを示す），第３に非常に幅広い業種

に事業基盤が拡充していることの３点である。

早くから華人が進出していた商業（２５），銀行・

金融・保険（２２），１９７０年代に発展をみたアグロ

インダストリー（３８）とは別に，重工業（３６），不

動産業（２４），芸能・映画産業，近代小売業を含

むサービス業（２９），電気通信（７）といった新し

い産業の数の多さは注目に値しよう。

この分布は，タイの産業構造の高度化やサー

ビス経済化が，ファミリービジネスの事業多角

化や継起的な勃興と歩調を合わせてきたことを

端的に示している。一方，電機電子，自動車組

立，化学，石油化学，医薬などは多国籍企業が

支配的な業種であった。しかしにもかかわらず，

ファミリービジネスもこの分野に�合弁企業�

のかたちで進出を果たし，１９８０年代半ば以降の

タイの重化学工業化の重要な担い手となってき

た事実も看過すべきではないだろう［末廣２０００a，

第８章，第９章］。

表には示していないが，２２０グループの�事

業多角化�の度合いを別途集計してみた。具体

的には各グループを，�１中核企業の産業とその

関連業種にほぼ特化しているグループ（特定産

業特化型），�２中核産業をベースにひとつかふ

たつの非関連業種（とくに不動産，金融など）に

事業を拡充しているグループ（中核産業＋多角

化），�３相互に関連のない複数の業種・セクタ

ーへと投資しているグループ（コングロマリッ

ト型）の３つに分類すると，特化型が８７（４０％），

中核産業＋多角化型が１０６（４９％），コングロマ

リット型が２４（１１％），不明が３であった。つま

り，グループ全体の６０％以上が他業種に進出し

ていたのである。また，傘下企業の中に不動産

事業部門をもっているグループは全体のうち１２７

（５９％）を数えた。このことは，既存のファミリ

ービジネスが，政府の重化学工業化政策や経済

環境の変化（不動産ブーム，経済の情報化・サー

ビス化）に機敏に対応して，積極的に事業を

�多角化�させてきたことを示しており，ファ

ミリービジネスの存続を考える上でのひとつの

重要な根拠となる。

Ⅳ ファミリービジネスの継承

１． 財産の相続と事業の継承

ところで，従来のファミリービジネス論では，

事業規模が大きくなったり，事業範囲が多角化

していき，かつその過程で世代交替がなされる

と，事業の分割や経営権をめぐる骨肉の争いが

生じて，結局ファミリービジネスは停滞するか

分裂するという説明がなされてきた。アメリカ

やインドではこうした事例の報告がなされてい
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る［Herman１９８１；Church１９９３；伊藤１９９８］。

一方，タイにおいて支配的な�中国人�系企業

の場合には，父系制家族制度のもとで，同一世

代の男子のあいだで財産の�均等分割�がなさ

れるために，世代が交替すると家の財産（各成

員の持分）は分割され，日本のかつての財閥の

ように存続しないという見方がなされてきた。

また，中国人社会では家の祭祀は長男が継承す

る（承祀）が，事業については息子や娘婿など

経営能力に長ける家族成員に継がせる（承業）

ことも多く，家業を長子が伝統的に相続する慣

行はみられないという説明もなされてきた［根

岸１９４３；滋賀１９６７，１１４―１２１］。

もしそうだとすると，２代目以降のファミリ

ービジネスがサンプルの過半を超えるタイの実

態をどのように説明したらよいのか。この点で

まず注意すべきは，従来の中国人企業をめぐる

議論が彼らの�創業形態�，つまり合股型企業

に代表される共同出資形式（joint partnership）

の企業の特質と，そこにみられる横の人的ネッ

トワークの形成にもっぱら関心を向け，世代を

超えた事業の発展・継承については，じつは検

討していない点であろう［根岸１９４３；末廣１９９３，

３６―３９］。

もうひとつの，そしてより重要な点は，筆者

も含めて発展途上国のファミリービジネスや財

閥の研究者たちが，家族内に蓄積された�財産

の相続�（the inheritance of property）の問題と，

家族が所有支配している主要企業の�事業の継

承�（the succession of office）の問題の２つを，

必ずしも明確に区分してこなかったという事実

である。別言すると，仮に親が保有する土地や

金融的財産（株式を含む）が均等分割されても，

彼が発起した中核事業を子供の誰かが継承し，

�ファミリービジネス総体�を維持するという

ことは十分ありえるからである。この点は財産

の相続と事業の継承を�家督�という概念のも

とに統合し，かつ�家督・家業・家名の長子相

続�が支配的となった日本と，根本的に異なっ

ている点に注意する必要がある［滋賀１９６７，５８

―６８］。

そこで，各グループの中核企業や主要企業の

取締役会会長，副会長，社長・CEO，総支配

人（Managing Director）などの要職を家族の誰

が保有し，誰に譲渡したのか，先に述べた家族

ごとの�家系図�をもとに確定する作業を行っ

てみた。その集計結果が表７である。分析の結

果によると，�究極の所有主�が家族である２０９

グループのうち，現在の総帥が創業者である事

例は９２グループであり，不明を除いてすでに世

代交替が生じているのが１１１グループであった。

そしてこの１１１グループのうち，長男が継承し

ている場合がじつに５４，長男の病死・事故死の

ため長男以外が継いだ事例を加えると５８グルー

プ（５１％）に達した。一方，長男以外の子供によ

る継承は３１グループであり，子供のなかでの分

割・分業的継承は２０グループ，家族間での敵対

的な分散・分裂に至っては５グループにとどま

っている。また現総帥が創業者であっても，長

男に事業の継承をすでに決めていると判断でき

る事例が，９２グループ中すでに２４グループに達

した（注６）。

筆者の集計の根拠は，特定の役職（CEO，社

長，総支配人など）にもとづいているので，実

際の経営支配権からいえば，�長男の継承�の

中にも，長男以外の子供への譲渡や専門経営者

が存在する可能性は高い。しかしとはいえ，表

は創業者が意図的に長男に事業を譲渡し，戦略
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的に事業の分散・分裂を回避していることを明

確に示しているといえるだろう。

２． 専門経営者の登用と事業の規模

一方，筆者らが最近進めてきたタイの上場企

業に関する�経営管理職層�の調査は，上記の

議論とは別の結果を示している。この調査は，

２００１年３月にタイ証券取引委員会（SET）に提

出された�５６／１形式報告書�（株式発行もしく

は増資目論見書）にもとづき，取締役役員，経

営執行委員会メンバー，部長クラスの合計８０００

名（４３５社）のうち，所有主家族との関係，年

齢，最終学歴，過去１０年間の経歴が判明する４１９０

名（３２３社）を対象に，その特徴を整理したも

のである。この作業を担当したネーナパーの集

計結果によると，会長，社長を含む�取締役役

員�のうち内部昇進者（生え抜きと中途採用の

合計）は６％にすぎず，多いのは創業者一族

（２４％），上位１０大株主でかつ創業者一族以外の

主要株主（１９％）などであった。ところが目を

�経営執行委員会メンバー�に転じると，内部

昇進者の比率は４３％にも達し，創業者一族（９％），

�主要株主�（９％）の比率を大きく上回ったの

である。しかも，家族所有型企業に対象を限っ

ても，内部昇進者の比率は同様に高く，この事

実からネーナパーは，タイの上場企業ではすで

に経営者の�内部化�が進んでいると主張した

表７ タイ・ファミリービジネスの事業の継承形態 （２０００年現在）（N＝２０９）
（単位：件数，％）

番号 事業継承の形態 合計 華人系 非華人系

① 創業者が現総帥を兼ねる ９２ ８５ ７
② 創業者が死去，妻が継承 １ １ ０
③ 長男が継承 ５４ ４８ ６
④ 長男以外の男子の子供が継承 ２７ ２５ ２
⑤ 娘が継承 ３ ３ ０
⑥ 娘婿が継承 １ １ ０
⑦ 創業者の子供間で分割・分業 ２０ １９ １
⑧ 創業者の親族間で分散 ５ ３ ２
⑨ 不 明 ６ ６ ０

合 計（A） ２０９ １９１ １８
小 計（B）１） １１１ １００ １１

⑩ ①のうち次世代の長男に継承２） ２４ ２４ ０
⑪ ④，⑤で長男から引き継いだ場合 ４ ４ ０

長男が重要と思われる場合３）

（③，⑩，⑪の合計）（C） ８２ ７６ ６

③／（B）（％） ４８．６ ４８．０ ５４．５
③＋⑪／（B）（％） ５１．４ ５１．０ ５４．５
（C）／（A）（％） ３９．２ ３９．６ ３５．３

（出所） 筆者の家族データベース，２５０家族の家系図にもとづき集計。
（注） １） 創業者が死去して，代替わりが生じている家族の小計。②から⑧の小計。

２） 例えば，創業者が取締役会長で，長男が社長もしくは支配人，あるいは創業者が会長兼
社長で，長男が副会長や副社長，支配人などに就任している場合。

３） 長男が病死，事故死により長男以外に事業が継承された場合など。
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のである［Nate-napha２００２，６２］。

ではこのデータは，タイの企業が�同族支配

企業�から�経営者企業�へと転化しつつある

趨勢を示しているといえるのかどうか。第１に

注意すべき点は，ネーナパーの調査が経営管理

職層全体を対象としており，�究極の経営支配

権�をだれが掌握しているのかは問題関心の外

においている点である。例えば，タイ農民銀行

の場合，取締役会メンバーは計１４名，経営執行

委員会メンバーは計４７名を数えたが，取締役会

のうち創業者一族（ラムサム家）は会長，社長，

役員２名の計４名であり，経営執行委員会の場

合には社長と上級部長の２名のみであった（注７）。

その結果，ネーナパーの集計では，創業者一族

の比率はそれぞれ取締役会が１４分の４，経営執

行委員会が４７分の２となる。しかしその一方，

創業者の直系で社長であるバントゥーン・ラム

サムが，タイ農民銀行の経営において絶大なる

力を行使していることはよく知られた事実であ

った。したがって，内部昇進者の比率の高さは，

家族所有型企業内で所有主家族から専門経営者

に�究極の経営支配権�の移転が進んでいるこ

とを必ずしも示していないといえよう。

第２に注意すべき点は，表７で示した筆者の

調査方法にかかわる問題である。すなわち，表

７はあくまで�事業の継承�に注目して全サン

プルを整理したものであり，グループの事業規

模の大きさは完全に無視していた。一方，事業

規模が大きくなり拡大すれば，創業者一族のみ

で事業を運営することが困難になることは当然

であろう。実際，タイの大企業に注目して経営

者の実態を調査したローラーたちは，タイ企業

における�専門経営者の台頭�を重視する研究

成果を発表している［Lawler, Atmiyanandana and

Zaidi１９９２］。専門経営者の台頭は，事業規模が

大きい金融コングロマリットだけでなく，電気

通信などのように技術集約的な新興産業の分野

でもみることができた。

そこでやや乱暴であるが，調査対象である２２０

グループの�経営形態�を，おおざっぱに�所

有主家族支配型�，�所有主家族と専門経営者と

のハイブリッド型�，�専門経営者優位型�（役

員に所有主家族が入っているが，社長などキーポ

ストに専門経営者が就いている場合で，�経営者企

業�とは限らない）の３つのタイプに分け，同

時に総合得点順（総資産額，売上高合計，株式時

価総額）に１位から１０位，１１位から５０位，５１位

から２２０位の３つの階層に分けて整理しなおし

たものが，表８である。

これをみると，じつは事業規模が大きなグル

ープではすでに�所有主家族支配型�は少なく

（上位１０位内では TPI/Hong Yiah Sengグループ＝

リアオパイラット家のみ），逆に�ハイブリッド

型�や�専門経営者優位型�が，上位１０位内で

９グループ，上位５０位内でも２９グループを占め

ている事実が判明した。しかも，上位１０グルー

プの合計得点は２２０グループ全体の５８％を占め，

さらに５０位までとると全体の９割近くにまで達

していることが分かる。�究極の所有主�に注

目して，グループごとに所有形態と経営形態を

検討すると，�所有主家族支配型�の優位は数

の上で明瞭であるものの（２２０グループ中１１６），

グループの国民経済に占める経済的地位を勘案

すると，その重要性はすでに危機以前において

下がっていたことが，表から分かるのである。

このことは，事業規模の違いをとりあえず無視

する�究極の所有主�からみた大量観察のみで

は，大規模な企業グループに生じている所有と
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経営の変化を十分捉え切れないことを示唆して

いるといえよう。

結 論

本稿では，個別企業ごとに所有主を確認し，

グループ・所有主家族の観点からタイにおける

企業の所有と経営の特質を明らかにした。その

分析結果によると，大中規模の個別企業の大半

は特定家族の所有に属し，かつ半数以上が世代

を超えて事業を継承する�同族支配企業�であ

った。また，世代交替を終えたグループの半数

以上が長男を中心に事業を継承し，家族間の対

立や事業の分裂を回避する方法をとっていたこ

とが重要である。同時に，本論では紹介しなか

ったが，世代ごとの最終学歴をみると，１９６０年

代以前の創業者世代は概ね小卒か中卒（華語学

校を含む），高くてもカレッジ・レベルである

のに対し，後継者の８０％以上が大卒以上，それ

もアメリカなどで学士，MBAなどを獲得した

人々で占められていた。ここには創業者が早い

時期から子供たちに積極的に教育投資を行い，

表８ 総合得点順位別，経営形態別２２０グループの分布（１９９７年）
（単位：グループ数，１００万バーツ，％）

順位／経営形態 合 計
所有主家族支配型

狭義の
ファミリービジネス

所有主家族＋
専門経営者
ハイブリッド型

専門経営者優位型
公企業所属
王室財産管理局

第１位～第１０位
グループ数 １０ １ ５ ４
総合得点小計 ３，５５７，９２９ １８３，１４３ ２，１７７，０９２ １，１９７，６９４
経営形態別％ １００．０ ５．１ ６１．２ ３３．７
全体の％ ５８．４ １３．３ ７５．８ ６５．０

第１１位～第５０位
グループ数 ４０ ２０ １１ ９
総合得点小計 １，８４０，９３２ ８０８，２７５ ５１２，１４５ ５２０，５１２
経営形態別％ １００．０ ４３．９ ２７．８ ２８．３
全体の％ ３０．２ ５８．９ １７．８ ２８．２

第５１位～第２２０位
グループ数 １７０ ９５ ４７ ２８
総合得点小計 ６８８，７９４ ３８０，７０７ １８２，９２８ １２５，１５９
経営形態別％ １００．０ ５５．３ ２６．６ １８．２
全体の％ １１．３ ２７．７ ６．４ ６．８

合 計
グループ数 ２２０ １１６ ６３ ４１
総合得点小計 ６，０８７，６５５ １，３７２，１２５ ２，８７２，１６５ １，８４３，３６５
経営形態別％ １００．０ ２２．５ ４７．２ ３０．３
全体の％ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（出所） 筆者の企業データベースより作成。
（注） 専門経営者優位型には，国営・公企業所属のグループ，王室財産管理局所有のサイアムセメント，サイ

アム商業銀行グループを含める。
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経営能力をそなえた人材を，教育制度が不備な

外部からではなく家族内で育成し，かつもっと

も争いが起きにくいと考えられる�長男�に事

業を譲渡することで，ファミリービジネスの事

業の継続と発展を図ろうとしてきた強固な�意

思�を確認することができる。検出した２２０グ

ループのうち半数を超える１１６グループが，�究

極の所有主�が所有と経営を支配する�狭義の

ファミリービジネス型�であった事実は，その

ことの現われとみなすことができる。

その一方，�狭義のファミリービジネス�１１６

グループの経済力をみると，２２０グループ全体

の２３％を占めるにすぎず，とくに上位１０位内で

は５％でしかなかった。このことは，既存グル

ープの積極的な事業多角化（継続の論理）や，

新興のファミリービジネスの絶えざる輩出（新

陳代謝の論理）が，タイにおける工業化と産業

構造の高度化を�担い手�の側面から支えつつ

も，他方では，事業規模の大きいグループのあ

いだでは，すでに�狭義のファミリービジネス�

の重要性が大きく低下していることを示してい

る。そして，１９９７年に始まる通貨・金融危機

は，この傾向に拍車をかけたと推測できる［末

廣２００３，２６３―２７４］。実際上位５０位内のうち，新

聞報道などで経営破綻が伝えられたグループは

すでに９を数えた。

したがって次の研究課題は，第１に，２０００年

の財務データを使って，２２０グループのあいだ

でその所有形態，経営形態，経済的地位にどの

ような変化が生じたのかを確認する作業であろ

う。そして第２に，とくに上位グループにおけ

る�究極の所有主�と外部経営者，専門経営者

（創業者一族に所属する経営者を含む）との関係，

つまり�所有するのは誰か�ではなく�経営す

るのは誰か�に関するより緻密な研究である（注８）。

そのことによって，タイでもチャンドラーが示

すような同族支配企業から経営者企業への移行

がみられるのか，それとも所有と経営は未分離

のまま独自の経営体制が生まれているのか，そ

の点を明確にすることが可能になると思われる。

（注１） タイ上場企業の数は，１９９６年が４４８社，２０００

年が４３３社であるが，両年を通じて所有関係の詳細な

データを入手しえたのは４２４社である。

（注２） 利用した主な企業データソースは，Ad-

vanced Research Group Co., Ltd. ed.（1999）, Dun &

Bradstreet and Business On-Line ed.（1999）, Stock

Exchange of Thailand（SET）ed.（1997）, Brooker

Group PLC ed.（2001）, SET Investor Information Cen-

ter所蔵の各上場企業別年次報告，�５６／１形式報告書�

など。より詳しい企業データソースの紹介については，

末廣（２０００b，１―１８）を参照。

（注３） “Who’s Who” については，Who’s Who in

Business & Finance（月刊，１９９４～９７年，タイ語），Hua

Shang（華商）（隔月刊，１９９８年～現在，タイ語と中国

語），Sida ed.（1988）, TPG Group ed.（1997）, Veerasak

（１９９６；２０００），泰國僑団名録編集委員会編（１９８６），

陳慧松編著（１９９３），陳一平総編輯（２００１）などであ

る。

（注４） 利用しえたタイ語の�葬式本�は約１５０冊

で，京都大学の玉田芳史氏から多大な協力を得た。記

して謝意を表したい。また，華語新聞の広告通知（葬

儀・婚礼の場合，当該者の原籍・祖籍，姻戚関係，所

有企業の名前とその職位，所属組織・社団などが判明

する）は，東京大学社会科学研究所が所蔵する�星暹

日報�（日刊）のマイクロフィルム（１９６０～８９年）か

ら主として得たもので，そのデータ数は約２０００点であ

る。この作業については，東京大学大学院経済学研究

科の細江葉子氏の協力を得た。

（注５）１９８０年代半ばまでの産業の発展とこれに基

盤をもつ財閥系ファミリービジネスの生成と発展につ

いては，Suehiro（１９８９）を参照。

（注６） 創業者が経営支配権を握っている９２グルー
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プのうち，長男が後継者であることが判明している２４

グループ以外についてみると，後継者が不明もしくは

分散している場合が４１グループ，第２位の地位につい

ているのが創業者の兄弟である場合が１５グループ，妻

が７グループ，甥が２グループ，次男が１グループ，

長女が１グループ，妻方の親族が１グループであった。

（注７） Thai Farmers Bank Public Limited Com-

pany Form 56/1 Report 1999（タイ語，２０００年３月，

タイ証券取引所提出報告書），７０～９３ページの役員名

簿より筆者集計。

（注８） 危機後の所有と経営の変化については，付

表の第２位タイ農民銀行グループ，第４位のサイアム

セメント・グループ，第８位の TPIグループ，第９

位の CPグループ，第１７位の SHINグループ，第２１位

のセントラル・グループについて，それぞれ実証研究

を試みた［末廣編２００２，第１章，第２章，第４章，

第６章，第７章］。
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付表 タイ系財閥，２２０グループ・所有主家族総合得点順（１９９７年データベース）
（単位：１００万バーツ）

順位 所有 経営 グループ名 家族名 華語名，原籍祖籍 主要事業 総合得点 売上高合計 総資産額 時価総額 継承

１ C JW Bangkok Bank Group ソーポンパーニット 陳姓，潮州潮陽県 FC：銀行，金融，保険，リー
ス，石油化学，電気通信，不動産 ８７４，７９１ １９４，９９９ １，５９２，９９４ ２，９４２ s２

２ CA JW Thai Farmers/Loxley Group ラムサム 伍姓，客家
FC：銀行，生命保険，情報通
信（ロックスレイ），食品加工，
化学，不動産

５４６，０７６ １３９，２７９ ９８０，５７０ ７９８ s１

３ S S Krungthai Bank Group グルンタイ銀行系 政府系・公企業 商業銀行，金融 ４６５，０９４ １２７，２９１ ８２８，３５５ －
４ T PR Siam Cement/SCB Group 王室財産管理局（CPB） タイ人 セメント，石油化学，金融 ３３２，６４９ ２３８，１７４ ４７４，７５９ －

５ C JW Ayutthaya Bank Group ラッタナラック 李姓，潮州澄海県
FC：銀行，金融，保険，セメ
ント・タイル（撤退），テレビ
放送，住宅開発

３２５，４９３ ９１，７４１ ５７７，５１９ ３７５ s１

６ C JW TCC Group シリワッタナパクディー 蘇姓，潮州澄海県 酒・ビール，ホテル，不動産 ２５２，９７０ １１７，９４２ ４１１，５８６ s０
７ S S Thai Military Bank Group 陸海軍 政府系・公企業 商業銀行，金融 ２３９，５６６ ５２，１７５ ４３７，３９１ －

８ C FA TPI/Hong Yiah Seng Group リアオパイラット 廖姓，潮州潮陽県 農産物輸出，石油化学，セメン
ト，保険，不動産 １８３，１４３ ６７，８１６ ３１１，１５３ ４，４０５ s１

９ C JW/
FA CP Group チアラワノン 謝姓，潮州澄海県 アグロ，情報通信，小売 １６１，６０２ １４１，１４５ ２１０，２８８ s３

１０ S S PTT Group タイ石油公団（PTT） 政府系・公企業 石油精製，石油化学 １６０，３８５ １１０，８２５ ２３２，１１０ －
１１ CA PR FIN/Finance One Group チャッカパーク 客家 金融，投資グループ １３１，２５８ ２７，８７６ ２４０，２１５ s０
１２ C JW Phatraprasit Group パットラプラシット 劉姓，潮州潮陽県 金融 （BOA），保険，不動産 １２３，２７１ ２９，４５８ ２２２，９７６ s０x

１３ C FA BMB Group テーチャパイブーン 鄭姓，潮州潮陽県 FC：銀行，金融，保険，不動
産，酒・ビール １０９，９９５ ３２，９７１ １９３，６１４ s１

１４ C JW UCOM Group ベンチャロングン 許姓，潮州普寧県 情報通信，冷凍業 １０５，０９８ ４１，７６４ １７６，４０５ １，８９６ s１
１５ S S Thai Airways Group タイ国際航空 政府系・公企業 航空サービス １０４，２８１ ８８，３０７ １３７，９１７ －
１６ C JW Asia/TPC Group ウアチューギアット 余姓，潮州 金融，化学，不動産 ８７，３７３ １８，１１８ １６０，２３９ ６６ s２
１７ CA PR SHIN Group チナワット，ダーマーポング 丘姓，客家 情報通信 ７９，８８６ ４８，５８４ １１８，４０９ １２，４７４ s０
１８ C FA Bangkok Land Group ガーンチャナパート 黄姓，潮州普寧県 不動産，宅地開発，テレコム ５９，７６４ ４，７１８ １１５，５５２ １，００５ s１
１９ T PR Jasmine Group ポーターラーミック タイ人 情報通信，不動産 ５３，７９０ １１，３４６ ９７，３８５ ５，５８６ s０
２０ C FA Soon Hua Seng Group ダムヌーンチャーンワニット 張姓，潮州普寧県 アグロ，農産物輸出，パルプ ５２，７６２ ３４，８５９ ７７，００４ ３，１６１ s０x

２１ C FA Central Department Group チラーティワット 鄭姓，海南 百貨店，ホテル，不動産，製造業 ５２，５９４ ４８，６７６ ６５，７８５ ２，３０７ s２x

２２ C FA Mitr Phol/Ban Pu Group ウォーングソンギット 汪姓，客家 砂糖，石炭，発電，ホテル ５０，２２８ ２５，８２１ ７９，２６４ ２，６７８ xs２
２３ T FA Boon Rawd Brewery Group ピロムパクディー タイ人 ビール，同関連製品，不動産 ４９，５３２ ７８，７６３ ３６，０５４ s１
２４ C FA Saha Group チョークワッタナー 李姓，潮州普寧県 産業コングロマリット ４５，５９０ ４６，４５８ ５３，９６０ ２７２ xs３
２５ C FA Wanglee/Poon Phol Group ワンリー 陳姓，潮州饒平県 金融，不動産，農産物輸出 ４３，４８１ １３，１５５ ７６，３３６ ５０８ s２x

２６ CA FA Italthai Development Group ガンナスート 陳姓，福建 建築請負，ホテル，不動産 ４３，４２３ ４０，８２１ ５２，３８７ ９，００６ s０
２７ C FA Land and Houses Group アッサワポーキン 馬姓，潮州潮陽県 不動産，住宅開発 ４１，３００ １８，３１１ ６７，２４５ ３，５２６ s２

２８ C JW Sahaviriya Group ウィリヤプラパイギット 呉姓，潮州掲陽県 鉄鋼，情報通信（Sahaviriya
OA Group），金融，不動産 ３９，９０４ ２３，２８２ ６１，１８３ xd１
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順位 所有 経営 グループ名 家族名 華語名，原籍祖籍 主要事業 総合得点 売上高合計 総資産額 時価総額 継承
２９ C FA Ch. Kanchang Group トリーサウェート 張姓，潮州掲陽県 建設請負，百貨店，輸送 ３９，５８８ １７，１０６ ６５，３９２ ４９１ s６
３０ S S EGAT Group タイ発電公団（EGAT） 政府系・公企業 発電 ３８，３２２ １２，８７７ ６６，３４３ －

３１ C PR Metro Group ラオハタイ 劉姓，台湾 化学肥料，製粉，鉄鋼，情報通
信，石油化学，倉庫

３７，０１７ ３５，３２５ ４５，７７４ s０

３２ CA FA Osothsapha/Premier Group オーサターヌクロ 林姓 製薬，食品加工，化学，不動産 ３５，７３７ ３２，２２７ ４５，４８４ １，０４０ xs２
３３ C FA Siam Group ポンプラパー１ 陳姓，潮州掲陽県 自動車組立，同部品，鉱山 ３３，９７９ ３５，８５１ ３９，２７８ s３
３４ C JW Siam City/Ayutthaya リムソング 林姓 セメント，タイル ３３，７６０ ２５，７１３ ４６，８８４ ３２３ s０
３５ C JW Srifuengfung Group シーフエンフング 鄭姓，潮州豊順県 化学，板ガラス，タイヤ，金融 ３２，５６５ ２３，６３０ ４６，０７８ ７４４ ybr

３６ C PR MMC Sittipol Group リーイッサラヌグーン 李姓，潮州澄海県 自動車組立販売（三菱自動車） ３１，４５２ ３８，５５５ ３１，９７５ ４２４ s２
３７ I FA Siam Vidhya Group チャンシーチャワーラー インド人 金融，ホテル ３１，３３７ ７，５９２ ５６，５３７ ３１６ s２
３８ C PR? Thai Life Insurance Group チャイヤワン 侯姓，潮州掲陽県 金融，保険，不動産 ２９，４２０ １８，８８７ ４３，７２１ ５１ s０x

３９ C FA Saha-Union Group ダラーカーノン 陳姓，潮州普寧県 産業コングロマリット ２５，８３６ ２６，１６６ ３０，７３９ s０x

４０ C FA Siam Steel Pipe（SSP）Gp. リーサワットトラグーン 李姓，潮州潮陽県 鉄鋼製品，建設資材，不動産 ２５，７５０ ２１，５３７ ３４，２７１ s０
４１ ？ JW Premier/Pacific Group ポングサトン 林姓 日用品，家電製販，ホテル ２４，６８６ １７，９９６ ３４，９７５ s０
４２ C FA Siam Steel Group（SSG） クナーナンタグン 丘姓 鉄鋼製品，輸送 １７，９７２ １３，１３７ ２５，４３５ s１
４３ C JW Samart Group ウィライラック 林姓 情報通信 １７，２７４ １２，３３３ ２４，５１３ ８３９ s１
４４ C FA Thonburi Panit Group ウィリヤパン 李姓 自動車組立・販売（Benz） １６，９６３ １１，１３９ ２５，０１４ s１
４５ C FA Thai Union（TUF）Group チャンシリ 陳姓，潮州潮陽県 アグロ：水産缶詰 １６，６８１ ２４，８１６ １３，４１８ ４５１ s０x

４６ C JW Wattanawekin Group ワッタナウェーキン 丘姓，客家 砂糖，金融，ホテル，不動産 １６，４６８ ６，０５７ ２７，９９５ ４８１ d１
４７ C JW Ngow Hock Group タントゥワニット 陳姓，潮州饒平県 海運，貿易 １５，９８３ １１，６７９ ２２，６２３ s０
４８ C FA BEC World Group マーリーノン 徐姓，客家 テレビ放送，芸能 １５，７６５ １０，５９９ １５，９５２ ３５，４９５ s０x

４９ C JW Dusit Thani Group ピヤウイ 王姓，海南 不動産，ホテル，精米 １５，７６２ ９，８４３ ２３，４５７ ９６５ d３
５０ C PR NTS Steel Group ホールンルアング 何姓，広東高明県 鉄鋼製品，発電，工業団地 １５，０８６ ５，４３８ ２５，４７５ １，７３３ xs３
５１ C FA Betagro Group テーパイシットポング 鄭姓，潮州潮陽県 アグロ：ブロイラー，食品加工 １３，９４４ １７，０９６ １４，２１１ s１
５２ ？ JW TIPCO Group サップサーコン 馬姓 アグロ：果実缶詰，アスファルト １３，８５３ １０，７１９ １８，５０３ ３，１３４ s０
５３ C Natural Park Group チャールタウィ テーマパーク，不動産 １３，５６６ １，３００ ２６，０９１ s０
５４ C PR Thai Oil チョークワンユーン 周姓，上海江浙 石油精製・販売 １３，２７０ １１，２８３ １７，５１３ s０x

５５ C FA Katin Daeng Group ユーウィタヤー 余姓，海南 製薬（マイシン），精力剤（ガ
ティンデーン），不動産 １２，６９４ １５，４４７ １３，０３１ s０

５６ C FA Thai Summit Group チュンルンルアンギット 荘姓，潮州普寧県 自動車部品製造，販売 １２，５７０ １５，９８８ １２，３４９ xs２

５７ C JW Thai Wah Group ホー 何姓，シンガポール系 アグロ：農産物輸出，不動産 １２，１８４ ６，１７２ １９，４３１ s１

５８ C PR KPN Group ナロンデート 黄姓 自動二輪製造（ヤマハ） １２，０７９ １０，８９９ １５，４３８ s０

５９ C PR Krisda Mahanakorn Group グリッサダーターノン 華人系 不動産，宅地開発，金融 １１，７９１ ２，５２１ ２１，５６６ s０

６０ C FA Ocean Insurance Group アッサグン 馬姓，潮州潮陽県 保険，ガラス，不動産 １１，２９１ ５，６３２ １８，０７７ xybr

６１ C FA Sino-Thai Group（STECON）チャーンウィラグン 陳姓，広肇 建築請負，不動産 １１，０９１ １１，５９３ １２，７６１ ７３５ s０x

６２ C FA Metro Machinery Group ブーラパチャイシー 楊姓 機械 １１，０２１ ８，６２４ １５，１４２ s０
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順位 所有 経営 グループ名 家族名 華語名，原籍祖籍 主要事業 総合得点 売上高合計 総資産額 時価総額 継承

６３ C FA Thai Roong Ruang Group アッサダートン 関姓，広肇 砂糖，金融，不動産 １０，８０３ ８，４７９ １４，７５３ ３４７ s１

６４ C FA The Mall Group アムプット 余姓 百貨店，衣類，不動産 １０，２８０ １２，７１５ １０，３８７ d１

６５ C JW Univest Group ブンディチャルーン 黄姓，潮州系 不動産開発，大理石 ９，６６４ ９６２ １８，５５８ s３

６６ CA JW Sarasin Group サーラシン 黄姓，海南 飲料，その他 ９，５３３ １２，３９９ ９，１４７ s１

６７ C JW Phornphat Group タンティピパットポング 陳姓，台湾 アグロ：果実缶詰，銀行 ９，２４５ １，８６５ １６，９９７ ？

６８ C JW Capital Rice/STC Group ピットポングサー 黄姓 アグロ：コメ輸出，不動産 ９，１９８ １１，８８６ ８，８８８ s０

６９ C FA P Charoenphan Group シリモンコンガセーム 陳姓，潮州潮陽県 アグロ：ブロイラー，飼料 ９，１２７ １２，３４１ ８，３５４ １３６ s０

７０ CA PR Siew Group ガーンチャナチャーリー 黄姓 家電製造販売 ９，１２２ １３，１２８ ７，７４１ d２

７１ C FA Mankong Kehakan Group タングマティタム 陳姓，潮州潮安県 不動産開発，建設請負 ８，７６４ ２，１１５ １５，７３６ ５０３ s０

７２ C FA Property Perfect Group ンゴーウシリマニー 呉姓 不動産開発 ８，７０５ ３，９７０ １４，２３３ s?

７３ C JW Serm Suk Group ブラスック 盧姓，潮州潮安県 飲料，マクドナルド ８，６５４ １３，６４７ ６，３００ ４４７ s１
７４ C FA Laemthong Group カナータナワニット 謝姓，潮州澄海県 アグロ：飼料，ブロイラー，製粉 ８，１６３ １２，１７６ ６，５０８ ３８９ s０x

７５ C FA Wankanai Group スンフング 砂糖，不動産 ８，０１９ ５，３３６ １１，７６９ s０
７６ CA FA Chintek/Ngan-thawi Group ンガーンタウィー 顔姓，福建 電子部品，鉱山，ゴム，不動産 ７，９４８ ７，０６９ １０，１８５ ２７６ xs２
７７ C CPICO Group シーソムブーラナーンノン 不動産開発 ７，８９２ ４，２３３ １２，０１６ １，９０７ xs２
７８ C FA SP International Group ポンプラパー２ 陳姓，潮州掲陽県 自動二輪販売（スズキ） ７，８４６ ７，３３１ ９，８２７ s１
７９ C FA TOA Group タングカーラワクン 陳姓，潮州潮陽県 化学，ペイント（自動車塗装用） ７，７８４ ７，６９０ ９，４１６ xs３
８０ C PR Srithai Superware Group ルートスミットグン 陳姓，潮州掲陽県 陶器セラミック製品 ７，７１８ ４，８３９ １１，３４４ １，１０２ s０x

８１ T JW Srivikorn Group シーウィゴーン タイ人 ホテル（President），私立学校，
カーペット，不動産 ７，５９３ ３，５５６ １２，２２７ ５７０ s-last

８２ C FA Yontrakit Group リーヌタポング 李姓，潮州潮陽県 自動車輸入販売（欧州車） ７，４１９ １１，４１０ ５，７１０ xs１
８３ C FA Tri Petch Isuzu ブンスーング 林姓，福建 自動車販売（いすゞ） ７，０３７ ９，２８４ ６，６４６ s１

８４ C PR Film Industries Group マハーギットシリ 陳姓，潮州潮陽県 インスタントコーヒー，包装用
フィルム，不動産 ６，６４３ ５，４１２ ８，８８６ ３４７ nephew

８５ C PR Srithai Superware Group アンウボングン 洪姓，広肇 プラスチック製品，不動産 ６，５２８ ３，９９６ ９，８５９ s０
８６ T FA Daily News Group ヘートラグーン タイ人 新聞出版，金融，工業団地 ６，３３２ ２，１２４ １０，９６５ s１
８７ CA PR Siam Chemical Group ラッタナラット ？姓，海南 化学製品 ６，２８７ ６，７６９ ７，１５８ s１
８８ C FA Summit Autoseats Group チュラーングーン 荘姓，潮州普寧県 自動車部品製造，販売 ６，２１０ ８，４１８ ５，６８５ s１
８９ I JW G.Premjee/Precious Group シャー インド人 海運，貿易，パルプ，不動産 ６，２０５ ３，４３９ ９，６５９ s１
９０ C FA M Thai Group ウィーラメーティグン 李姓，潮州普寧県 不動産，投資グループ ６，０９２ ５９５ １１，７０７ s０x

９１ C FA Hua Kee Group ニティワーシン 劉姓，潮州潮陽県 製紙，ホテル（Narai），石油化学 ６，０５８ ５，８５４ ７，４３２ s３
９２ C PR Bangkok Cable Group ナコンシー �姓 電線製造 ５，９０７ ６，３８８ ６，７０３ s０
９３ C FA Modern Home Group アンカナワッタナー 洪姓 不動産，住宅開発 ５，５２０ １，３０４ ９，８０２ ９７０ s０
９４ C JW Amata City Group グロマディット ？姓，客家 工業団地，発電 ５，４８７ ２，４４５ ９，０１８ s０

９５ C JW Grammy Group ダムロンチャイヤタム 黄姓 芸能プロダクション ５，４６０ ５，４７１ ４，８６４ ８，３９９ s０

９６ C FA Kwang Soon Lee Group チンタムミット 秦姓，潮州普寧県 砂糖，ターミナル，不動産 ５，３９４ ５，７５７ ６，１８３ xs１
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９７ C FA Hieng Seng Fibre Group テーチャウィブーン 鄭姓，潮州潮陽県 製紙，ダンボール紙，発電 ５，３４８ ４，１３４ ７，３８８ s０x

９８ C JW ABICO Holding Group モンコングン 華人系 食品 ５，２１９ ５，７２２ ５，８６１ ？
９９ C PR Ban Chang Group ピアムポンサーン 華人系 不動産開発（Century Park） ５，１８０ ９６５ ９，５８８ s０
１００ C PR Kan Yong Group ポーティウォラクン 葉姓，台湾 家電，機械，不動産 ５，１０８ ７，５６８ ４，１６２ s１
１０１ C JW Sukree=TBI Group ポーティラッタナングーン 呉姓，海南 繊維，ガーメント ４，９５８ ２，４０１ ７，９９５ s２
１０２ C JW Kitti Rice/Somprasong Group パーニットパクディ 陳姓，潮州潮陽県 アグロ：コメ輸出 ４，９５４ ４２９ ９，５６５ s１
１０３ CA FA Kamol Sukosol Group スコーソン 陳姓，潮州系 自動車，ホテル，金融，不動産 ４，９２５ ５，９３８ ５，１００ d１
１０４ E JW Minor Group ハイネック アメリカ人 日用品販売，ピザ，ホテル ４，８６０ ４，２６１ ６，３１１ s２
１０５ C FA Thailand Fishery Group ラオトラグーン 劉姓 アグロ：水産缶詰 ４，７７８ ６，２４２ ４，４１０ ７６４ s０
１０６ C FA SEACON Group ソーソートティグン 蘇姓，福建 建設請負，天然ゴム，不動産 ４，６５２ ８９８ ８，５８５ s２

１０７ C FA
Thai-German Products/Thai
Mui Group

リーラープラチャーグン 李姓，潮州掲陽県 鉄鋼製品（ステンレス） ４，６２３ １，８０６ ７，８０２ xs１

１０８ T PR? Thai-German Ceramic ウッティナン タイ人 セラミック製造販売 ４，６０８ １，７２８ ７，８３４ s０
１０９ C JW Wanachai Group サハワット 木製パネル製造，ベニヤ板 ４，５０２ ２，０１４ ７，３３５ ２８６ sd７
１１０ ？ JW Tuchinda Group トゥーチンダー 金融，投資 ４，４２９ １，２１５ ７，８８６ s１
１１１ C FA Country Thailand Group テーチャウボン 鄭姓，潮州潮陽県 不動産開発 ４，３６９ ６０ ８，５４３ ７３２ s０
１１２ C FA Thai Rat Group ワッチャラポン 華人系 出版，メディア，放送 ４，３６２ ２，８７２ ６，４２６ s０
１１３ C JW Kamon Kij Group イアムスリー 蟻姓，潮州澄海県 精米，コメ輸出，不動産 ４，３５９ ５，０７６ ４，６５８ s８
１１４ C FA Jong Stit Group チラプラワットダムロン 徐姓，客家・豊順県 繊維，毛布 ４，２８２ ３，５８２ ５，６９９ ？
１１５ C JW Teck Bee Hang Group シンチャルングン 李姓，福建 アグロ：水産缶詰，天然ゴム ４，１８７ ６，７１２ ３，００５ ？
１１６ C FA Wongpaitoon Group ウォンパイトゥーンピヤ 朱姓，潮州潮安県 スポーツ靴製造輸出 ４，１２６ ３，０２１ ５，８３５ s０x

１１７ C FA Asia Hotel Group テーチャルーウィチット 呂姓，海南 ホテル（Asia Hotel），不動産 ４，０５０ １，４２６ ６，９５９ s０x

１１８ C FA Saha Farms Group チョーティテーワン アグロ：ブロイラー ３，９６４ ３，６４８ ５，００９ s０
１１９ C FA Surapon Group ウォーングワッタナロート 黄姓，広肇 アグロ：水産缶詰 ３，８６７ ６，６７５ ２，３８４ ４５ s０
１２０ C JW Chaiyaporn Rice Group クウォンソンタム 許姓，潮州澄海県 アグロ：コメ輸出 ３，８４８ ８，８７６ ５９５ s０
１２１ C JW Srithai Food Group チャンタラーヌグン 陳姓，潮州系 アグロ：飼料・ブロイラー ３，７９３ ４，０２９ ４，３６２ s１
１２２ C PR President Rice Group パニアングウェート �姓，潮州系 インスタント食品，コメ加工 ３，７５２ ５，３３７ ３，１９５ １９８ s０
１２３ CA PR Tararom Group キアングシリ 姜姓？ 不動産開発，保険 ３，７３３ ２，２０２ ５，７０５ s１
１２４ C FA Srithepthai Group トライチャックラポップ 張姓 プラスチック製品，食品加工 ３，６４４ ３，３９９ ４，５６９ s０
１２５ C PR Alphatec Group アッサワチョーク 馬姓 電子部品，半導体製造 ３，６３８ １，８５１ ５，７９５ s０
１２６ C FA OGC Group アオラーン 歐姓，海南 造花輸出，不動産 ３，５２７ ２，２０７ ５，２８９ s１

１２７ C FA
Phra Nakorn Automobile
Group

チュンサグワンポーンサ
ック 荘姓 自動車販売（GM/Holder, Adam

Opel） ３，４５２ ２，９８４ ４，５１６ s０x

１２８ C FA Symunkong Group ドゥサディースラポン 張姓，海南 保険 ３，４４６ ４，２５４ ３，３５０ ６９２ s１

１２９ C FA Lenso Group ウィーラポン 李姓 情報通信，化学品輸入，ガラス，
不動産 ３，４１９ ２，９５９ ４，４７０ s１

１３０ C FA Thai Hua Rubber Group ギッティポン 林姓，福建 天然ゴム輸出 ３，４１１ ４，６８０ ３，０７８ ？
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１３１ C JW Lee Feed Mill Group リーラシートン 李姓，潮州潮陽県 アグロ：飼料，金融，不動産 ３，３７５ ５，２３５ ２，５６１ s０x

１３２ CA FA Phithan Phanit Group チャンタラッサミー 陳姓，福建 百貨店，雑貨輸入，天然ゴム，
パーム油，冷凍エビ，不動産 ３，３５５ ４，５８７ ３，０４１ s１

１３３ C FA Preecha Group ティラギットポング 羅姓 不動産開発 ３，３４１ ９５０ ５，６５５ １，３３７ s０
１３４ C PR Manager Group/ M Group リムトーングン 林姓，海南 新聞メディア，情報通信，投資 ３，３２８ １，９９８ ５，０５８ s０
１３５ C FA Ban Pong Sugar Group パーニットピチェトウォン 汪姓，潮州掲陽県 アグロ：砂糖 ３，３２８ ２，７１５ ４，４８４ s２
１３６ C JW EMC Group ウォングコンペンパープ 黄姓 建設請負，機器設営 ３，２７９ ４，１３５ ３，２５０ s０

１３７ C FA Imperial Group ギットルートパイロート 金姓，潮州饒平県 百貨店（Imperial），ショッピン
グセンター，玩具製造，不動産 ３，１８６ ２，８００ ４，１３２ xs１

１３８ T PR Union Mosaic Industry Gp. ペンチャート タイ人 タイル製造，海運，不動産 ３，１５９ ２，６０６ ４，２３４ xybr

１３９ C JW Hoontrakun Group フントゥラグーン 雲姓，海南 アグロ：水産物，ホテル，金融 ３，１１２ １，０４３ ５，３４５ ２１９ s１
１４０ C JW Nation Multi Media Group ユン／ヨン 阮姓，ベトナム 出版，メディア ３，１０５ １，５７３ ４，８６０ ４５９ s０
１４１ CA JW Krungthai Phanit Group パーニットチーワ 丘姓，潮州豊順県 化学製品輸入 ３，０５３ ２，１４６ ４，３３３ ２８３ s２
１４２ C JW Safari World Group キウパイサーン 丘姓，潮州豊順県 テーマパーク ３，０１２ ５１５ ５，０４１ ２，８５９ s１
１４３ C JW Thai Textile Industries Gp. ブンナムサップ 許姓，潮州澄海県 繊維 ２，８９８ ３，１０３ ３，３１３ s０
１４４ C FA Pranda Jewelry Group ティアスワン 張姓 宝石加工，輸出 ２，８６４ ２，４００ ３，８０７ sd３
１４５ C FA Bara Windsor Group ウアワッタナサグン 余姓，潮州饒平県 化学，衣類，金融，不動産 ２，８４５ ２，８５３ ３，４０８ s１

１４６ C PR Broadcasting Network
（BNT） Group ピーラルート 放送，メディア ２，６１１ １，９９９ ３，６２２ s０

１４７ C FA Modernform Group ウッサナーチット 張姓 家具，事務機器，繊維 ２，５１９ ２，５８６ ２，９６９ s０x

１４８ C JW ONPA Group プリーチャーウォンワイグン 黄姓 ビデオ，CD ２，４８４ １，８５８ ３，１７０ １，５５６ s０
１４９ C FA TCJ Motor Group チャトチュターマート 蔡姓？ 自動車部品製造，販売 ２，４３０ １，７３３ ３，１７６ １，４９２ s１
１５０ C PR MSC（Metro Systems）Gp. チャールワチャナ 情報通信（Metroから分離） ２，４０３ ３，３７５ ２，１０６ s０
１５１ C FA Centaco Group ラオウォーラウィット 劉姓，潮州系 アグロ：ブロイラー，飼料 ２，３５７ ３，５６１ １，８６５ s２
１５２ C JW King Power Group スンタラーノン 関税フリーショップ ２，３１９ ３，６２８ １，７３５ s０
１５３ C FA Pakpanang Group アーリーチャルンルート 李姓，福建 アグロ：水産缶詰 ２，２７４ ３，９９２ １，２４２ ５５８ s１

１５４ E JW B. Grimm Group リンク ヨーロッパ人 商社，エンジニアリング，発電，
不動産 ２，２３９ ２，８８０ ２，１７３ s１

１５５ C FA Seafresh Group ヤンミーウィタヤー 謝姓 アグロ：水産缶詰 ２，１９８ ３，１９７ １，８３８ d１h

１５６ ？ JW Matichon Group ブンパーン 出版，メディア ２，１９５ ２，５８０ ２，２８０ ２３０ s０

１５７ CA JW Union Bank of Bangkok チョンウィチャーン 鄭姓 商業銀行 ２，１２０ ４５３ ３，８７８ s４x

１５８ C PR Rachathani Group ワナーシン 林姓 病院，健康産業，ホテル，不動産 ２，０８８ １，６３０ ２，８７２ s０

１５９ C PR? Castle Peak Group ポングチャルーム 顔姓，潮州潮陽県 衣類製造・輸出 ２，０６４ １，５９５ ２，５１７ １，６７８ s０

１６０ C FA Kiang Huat Sea Gull Group チョーティワッタナパン 荘姓，潮州普寧県 アグロ：水産缶詰 ２，０３７ ３，５３２ １，２４８ s０

１６１ C FA Asian Seafoods Group アモンラッタナチャイクン 沈姓，福建 アグロ：水産缶詰 １，９４３ ２，９０８ １，５２５ １７２ s０

１６２ C FA Somboon Group ギッタパーニット 葉姓，海南 自動車部品製造，販売 １，８５０ １，０８４ ２，８３２ xs１

１６３ C FA Kow Yoo Hah Group クワーナン 許姓 自動車販売（いすゞ），ホテル １，８５０ １，５９５ ２，４２３ s０x
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順位 所有 経営 グループ名 家族名 華語名，原籍祖籍 主要事業 総合得点 売上高合計 総資産額 時価総額 継承
１６４ C FA Bai-yoke Group バイヨック 葉姓，潮州普寧県 不動産開発 １，７６１ ３３９ ３，２５０ s１
１６５ C JW Thai International Products アディサヤテーパグン 張姓？ 日用品販売，飲料（ポラリス） １，６９２ １，０７９ ２，５２１ s０
１６６ C FA Thai Rung Union Car Group パアーンチョーク 荘姓 自動車部品製造，販売 １，６８７ １，１６７ １，９３２ ２，５４４ s０
１６７ C FA Huay Chuan Group オーパサウォング 胡姓，潮州潮安県 アグロ：コメ輸出，天然ゴム １，６５７ ２，９４２ ９６１ s?

１６８ C FA Min Sen Machinery ウォンシリデート 林姓，潮州潮陽県 機械機器 １，６２９ ２，８２３ １，０００ s１

１６９ C FA Yip In Tsoi Group
ジップインソーイ，ラー
イルート 葉姓，客家 金融，投資信託，不動産開発 １，６１４ １，７４５ １，８３２ s２

１７０ C FA Thai Fisheries Group マサヤワーニット 華人系 アグロ：水産缶詰 １，５９７ １，７８４ １，７６６ s１
１７１ T FA Rajapark Group チャルーンラッチャパーク タイ人 ホテル，不動産 １，５７８ ２９８ ２，９１７ s１
１７２ C FA Uthai Group ラオタンマタット 劉姓 アグロ：コメ輸出 １，５５５ ３，０６９ ６５４ ？
１７３ C FA Thong Thai Group トーングタイ 呉姓，潮州潮陽県 建設機械製販 １，４９６ １，６３４ １，６８４ s０
１７４ C JW TN Group チャイシントップ 馬姓，潮州潮陽県 情報通信（NEC, Nixdorf） １，４２４ １，４９３ １，６５３ s１
１７５ C PR Media of Medias Group ブンクローング 情報通信 １，４２３ １，３９２ １，６５０ ４１６ s０
１７６ C FA Tanin Industrial Group ウィッタヤシリナン 林姓，台湾？ 家電，電子部品 １，３９９ １，２９８ １，７５９ s０
１７７ T JW Thai Textile/TTL Group ブンロン タイ人 繊維，ガーメント １，３４８ １，５２３ １，４７８ s０x

１７８ C FA Thai Theparos Food Group ウィンヤラット 食品，調味料 １，３３０ １，２４２ １，５４６ ６０４ s０
１７９ T FA S & P Group ライワー タイ人 フードチェーン経営 １，３２６ １，６６６ １，２７５ ２１９ xd２
１８０ C FA Nanaphan Group タングティポンアナン 陳姓 アグロ：食用油 １，２９３ ２，３０２ ７４４ s０x

１８１ C PR Ekkarat Group ノーイチャイブーン 電子部品，エンジニアリング １，２９０ ９９２ １，７８７ s０
１８２ C FA EGV Group プーンラウォララック 辜姓，潮州系 映画館，百貨店（Welco） １，２７６ ２，０７１ ８９５ xs２
１８３ C FA Chia Meng Group マーナタンヤー 許姓，潮州系 アグロ：コメ輸出 １，２６９ ２，０６０ ８８９ s１
１８４ C FA Siam Alliance Group ギッティパラーポン 映画館，芸能，ホテル １，２３１ １，２２２ １，４８４ s１

１８５ ？ PR Toshiba Group スリヤサット 家電（東芝）製造販売，エンジ
ニアリング，不動産 １，１４５ １，９６５ ７１７ s０

１８６ C FA Pata Department Store Gp. スームシリモングコン 蔡姓，潮州潮陽県 百貨店（Pata），レストラン １，１２４ １，４９２ １，０５４ wf

１８７ I FA D.H.A. Siamwalla Group サヤームワーラー インド人 文具輸入販売 １，１１７ １，０３９ １，４０３ ？

１８８ ？ FA Beauty Gems Group シーオラタイグン 宝石加工，輸出，不動産 １，０７６ １，３４４ １，０７７ ybr

１８９ C FA Land Mark Group シナートガターグン 馬姓 不動産開発（Land Mark），建設 １，０６２ ６４１ １，６１２ xs１

１９０ C FA Siam VMC Group プレープリウ・ンガーム 陳姓，客家 建設資材，アルミサッシ １，０１７ ５０８ １，６２７ s０

１９１ C JW Ho Group ホー 何姓，ビルマ系 宝石加工，輸出 ９６９ ４９９ １，５３９ s０

１９２ CA FA Jawarad Group ラッタグン 陳姓，潮州澄海県 薬販売，不動産 ９５６ １，２７３ ８７３ ９８ s１

１９３ C FA Sawang Export Group マニーパイロート 馬姓 宝石加工，輸出 ９２３ ９９５ １，０２９ １０５ s１

１９４ C FA Prayoon Group リパタパンロップ 蕭姓 建設請負 ９１４ １，３０２ ７８７ ？

１９５ C JW Monterey Group テーチャスギット 鄭姓，潮州系 銅線製造，ファーストフーズ ７９１ ４２７ １，２４１ s１

１９６ C FA City Sports Group（CSR） ナワパン 蘇姓，福建 不動産開発 ７６０ ８２ １，４５５ s１

１９７ C FA Thai Nakhorn Pattana Gp. ウィーラプーチョング 製薬，医療機器，不動産開発 ７４５ ６７３ ９５２ s０x
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順位 所有 経営 グループ名 家族名 華語名，原籍祖籍 主要事業 総合得点 売上高合計 総資産額 時価総額 継承

１９８ CA FA Charn Issara Tower Group イッサラ 華人系 不動産，アスファルト，工業団
地（Ban Pu） ７４４ ８９ １，４１６ s０x

１９９ CA FA British Dispensary Group ウォーングワーニット 黄姓，海南 製薬（蛇印），化粧品，不動産 ７０７ ８４０ ７４２ xs２

２００ CA JW Universal Food Group ナンターピワット 李姓 インスタントコーヒー，銀行 ７０４ ７７７ ７８７ s２x

２０１ C FA C. Thong Group（COSMO） マハーダムロングン 呉姓，海南 銀行，不動産開発 ６６６ ９７３ ４４５ ５４０ xs１

２０２ C FA Seng Thong Rice Group アッサウィンウィチット 馬姓，潮州潮陽県 精米，コメ輸出，金融 ４８３ ４６４ ５２２ ３６２ s１
２０３ C FA Tantraphan Group タントラーノン 陳姓，潮州澄海県 百貨店，不動産 ３６８ ５３５ ３０７ xs１
２０４ C JW Mah Boonkrong Group ブーラグン 馬姓，広肇 アグロ：コメ輸出，酪農 ２８６ １２６ ４２１ ２５４ xs３
２０５ C PA RS Promotion Group チェートチョーティサック 岳姓 芸能，CD，DVD販売 ２６１ ４７０ １４５ s０
２０６ C JW Bangkok Rice Group ゴーラピンターノン 呉姓，潮州潮安県 アグロ：コメ輸出 ２２２ ３６６ １５１ s０
２０７ E FA Italasia Group ベネデッティ イタリア人 家電販売（Electrolux AB） １６５ １４３ ２１６ s１
２０８ CA JW Setthapakdi Group セータパクディ 廖姓，潮州澄海県 金融 １１７ ２９３ s６
２０９ C PR Wattachak Group ポンサーティット 呉姓，潮州潮安県 出版，メディア ２４ ２３９ s０
２１０ C JW Chansue Group チャンスー 陳姓，潮州饒平県 自動車販売（いすゞ），投資 ０ s１
２１１ CA PR Chatikawanit Group チャーティカワニット 蘇姓，福建 建築設計 ０ s０
２１２ C JW Mahaguna Group マハークン 張姓，潮州潮安県 砂糖，酒造，金融 ０ s１
２１３ CA PR Nimmanhemin Group ニムマーンヘーミン 林姓，潮州系 金融，不動産 ０ xs１
２１４ T JW ITF Finance Group パンヤーラチュン タイ人 金融 ０ ？
２１５ CA FA Thephawong Group ウォンワン タバコ，鉱山，木材，コーヒー ０ s１
２１６ C FA Mitr Kaset Group ウォンワッタナシン 汪姓，客家 アグロ：砂糖 ０ s０
２１７ CA JW Phinitchonkadi ピニットチョンカディー 陳姓 金融（Laem Thong Bank） ０ ？
２１８ CA JW Thai Danu Bank プラチュアップモ 林姓 金融 ０ ？
２１９ C FA Vanich Group ワーニット 葉姓，福建 アグロ：パームオイル ０ ？
２２０ C FA Robinson Department ウェーチャスパーポン 麥姓 百貨店 ０ ？

（出所） 末廣昭�１９９７年企業データベース�，�２２０主要家族の基本データと家系図�，末廣の現地調査より作成。
（注） �１ 所有主の人種・機関：C 華人系，CA 華人系タイ人，I インド人，E 欧米人，T タイ人，S 公企業・政府系機関。

�２ 経営体制：FA 所有主家族支配型；JW 所有主家族＋専門経営者ハイブリッド型；PR 専門経営者優位型。
�３ 総合得点が０となっている家族は，データが不備のため集計しなかったもの。
�４ 主要事業の FCは�金融コングロマリット�をさす。 フ
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